
UNITE 利用約款 

                        

    

以下に記載の「UNITE 利用約款」（以下「本約款」という。）は、お客様（以下「甲」という。）が、株式会社 ecbeing（以下「乙」という。）が提

供する Web サービスである「UNITE サービス」（以下「本サービス」という。）を利用するにあたって甲乙間で成立する本サービスの利用契約

（以下「利用契約」という。）に適用される。 

 

 

第 1条（本約款の適用） 

1. 乙は、本約款を定め、利用契約に基づき甲に対し本サービスを提供する。 

2. 本約款と個別の利用契約で定めた内容が異なるときは、利用契約で定めた内容が本約款に優先するものとする。 

 

第 2条（通知） 

1. 乙から甲への通知は、本約款及び利用契約に特段の定めのない限り、通知内容を電子メールの送信、書面の提示又は乙のホームページに掲載する

など、乙が適当と判断する方法により行うものとする。 

2. 前項の規定に基づき、乙から甲への通知を電子メールの送信又は乙のホームページへの掲載の方法により行う場合には、甲に対する当該通知は、

それぞれ電子メールの送信又はホームページへの掲載がなされた時点から効力を生じるものとする。 

 

第 3条（本約款の変更） 

1. 乙は、本約款を変更しようとする場合、乙のウェブサイトに掲載する方法等により、あらかじめ甲に対して本約款を変更する旨及び変更後の約款

の内容及び約款変更の効力発生日を告知する。 

2. 前項に基づき本約款の変更を告知した日から約款変更の効力発生日までに甲からの異議の申し出がない場合、甲は当該変更に同意したものとみ

なし、以後、甲乙間において、変更後の約款の効力が生じる。 

 

第４条（本サービスの内容） 

本サービスは、CMS（Web サイトのコンテンツを構成するテキストや画像、デザイン等の管理、更新等のコンテンツ管理を行うシステム。）機能を

提供するサービスをいう。また、本サービスの内容の詳細（機能、利用条件、提供条件等）は、当社が別途利用契約において定めるものとする。 

 

第５条（利用契約の締結等） 

1.利用契約は、本サービスの利用申込者が、本約款、乙提示の契約条件及び提供条件等の条件（以下「本条件」という）を承諾の上、本約款及び本

条件を内容とする申込みの意思表示を伴う注文書（以下「注文書」という）を乙に提出し、乙の 7 営業日以内に乙が異議を述べない場合に、当該期

間経過時に注文書に基づき成立するものとする。なお、本サービスの利用申込者は本約款及び本条件の内容を承諾の上、かかる申込みを行うものと

し、本サービスの利用申込者が申込みを行った時点で、本サービスの利用申込者が本約款及び本条件の内容を承諾しているものとみなす。 

2.利用契約の変更を目的とする利用変更契約は、甲が変更注文書を書面にて乙に提出し、乙の 7 営業日以内に乙が異議を述べない場合に、当該期間

経過時変更注文書に基づき成立するものとする。 

3.乙は、前 2 項その他本約款の規定に関わらず、本サービスの利用申込者又は甲が次の各号のいずれかに該当する場合には、利用契約又は利用変更

契約を締結しないことができる。 

(1)本サービスに関する金銭債務の不履行、その他利用契約等に違反したことを理由として利用契約を解除されたことがあるとき 

(2)注文書又は変更注文書に虚偽の記載、誤記があったとき又は記入もれがあったとき 

(3)金銭債務その他利用契約等に基づく債務の履行を怠る虞があるとき 

(4)その他乙が前各号に準じ不適当と判断したとき 

 

第６条（契約期間） 

1. 利用契約の契約期間は、注文書の記載に関わらず、最初に到来する提供費用の請求対象月の初日より１年間とし、契約終了日となる契約期間満了

の３ヶ月前までに、甲又は乙から書面による契約終了の意思表示がない場合、更に１年間自動的に更新されるものとし、以後契約期間満了の都度同

様とする。 

2. 契約終了日は、本サービスの利用の如何を問わず月末日とし、月の途中の終了はできないものとする。 

 

第７条（提供料金） 

本サービスの初期費用および月額料金等の提供料金は、利用契約により定めるものとする。 

 

第８条（料金の請求および支払） 

提供費用の請求及び支払については、利用契約により定めるものとする。 

 

 



第９条（提供料金の変更） 

1. 乙は、利用契約の期間中において、次の各号のいずれかに該当するときには、書面をもって通知することにより、甲に対して、提供料金の改定を

申し込むことができるものとする。 

(1)提供料金又は価格構成要素が法令により設定、改定または廃止されたとき。 

(2)物価や為替の変動その他の事由に基づく経済情勢の変動が生じたとき。 

(3)上記のほか提供料金を改定すべき合理的な事情が生じたとき。 

２．前項に基づく通知から 14 営業日以内に、甲から書面による異議の申立てがない場合、甲は提供料金の改定に同意したものとみなし、以後、改

定された提供料金が適用されるものとする。 

３．甲が提供料金の改定に異議を述べた場合、提供料金の改定は、乙と甲とが協議するところに従うものとする。 

 

第１０条（サービスの一時的な中断） 

1.乙が、本サービス提供のためのシステムのメンテナンスを実施する必要があると判断する場合、当該メンテナンス日の１週間前までに甲に通知す

ることにより本サービスを一時的に中断できるものとする。 

2.乙は、次の各号のいずれかに該当する場合、甲に事前に通知することなく本サービスを一時的に中断できるものとする。 

①貸与機器およびソフトウェアの障害により、緊急にシステムのメンテナンスを実施する場合 

②通信センターの施設自体の障害により、本サービスの提供ができなくなった場合 

③天災、地変、動乱、暴動、労働争議等により、本サービスの提供ができなくなった場合 

④その他、運用上あるいは技術上、乙が緊急に本サービスの中断が必要と判断した場合 

 

第１１条（乙の免責事項） 

1.乙は、甲が本サービスの利用によってサイトの閲覧者から得る、閲覧者の電子メールアドレス、氏名、住所、電話番号等、乙が関与し得ない情報

の正確性及び完全性、並びに本サービスの利用による甲の利益等の有用性を保証しないものとする。 

2.本サービスを通じて甲が一斉かつ大量の電子メールを送信（メールマガジン配信を含む）した場合において、特定電子メールの送信の適正化等に

関する法律等の法令により、通信事業者各社等が配信を拒否したため当該電子メールが配信されなかった場合、乙はこれにつき一切の責任を負わな

いものとする。 

3.電気通信事業法にもとづき、通信事業者各社等が、公共の利益のため非常時における緊急を要する重要通信を優先させるため、本サービスの利用

を制限した場合、乙はこれにつき一切の責任を負わないものとする。 

4.乙は、下記の各号に該当する事由が発生したことにより生じた甲の一切の損害についてその責を免れるものとする。 

①乙が開発したソフトウェア以外のソフトウェア、若しくはハードウェアの瑕疵又は動作不良等により中断又は運用停止が生じたとき 

②機器の故障・障害対応により中断又は運用停止が発生したとき 

③第 10 条に定めるサービスの一時的な中断が発生したとき 

④甲が指定した接続元 IP アドレスからの接続を許可したことに派生して中断又は運用停止が発生したとき 

⑤ドメインの有効期限の満了や DNS サーバーによる障害で URL による閲覧ができない等、ドメインや DNS サーバーに起因して中断又は運用停止

が発生したとき 

⑥甲が乙に通知すべき事項について、甲からの通知が遅延したとき 

⑦一時的な利用増にともなうパフォーマンスの劣化により中断又は運用停止が発生したとき 

5.本サービスの利用により、甲が第三者に損害を与えた場合、甲は自己の責任と費用をもって解決するものとする。 

 

第１２条（甲の禁止事項） 

1.甲は、本サービスの利用に際し、次の各号に該当する行為を行わないものとする。 

①公序良俗に反する行為 

②犯罪行為および犯罪行為を惹起するおそれがある行為 

③他の契約者または第三者もしくは乙および乙の著作権、財産権、プライバシー等を侵害する行為 

④他の契約者または第三者もしくは乙および乙への誹謗中傷その他不利益を与える行為 

⑤ 特定商取引法、割賦販売法、景品表示法、その他の法律、条例に抵触する行為 

⑥本サービスの運営に支障をきたす行為、またはそのおそれがある行為 

⑦第３条に定める本サービスの利用目的に直接的に係わらないシステムの利用 

2.乙は、甲が前項の各号のいずれかに該当すると判断する場合、相当期間を定め催告を行い、甲に是正を要求することができるものとする 

3.乙は、甲が催告後も是正しない場合、本サービスの提供を停止できるものとする。 

 

第１３条（ＩＤおよびパスワードの管理） 

1.乙は、本サービスにより利用するソフトウェア、電子メール等で使用する、任意に登録した名称あるいは番号（以下「ＩＤ」という）と、これに

対応するパスワードを発行してこれを甲に通知するものとし、甲はその使用および管理について一切の責任を負うものとする。 

2.甲は、第三者にＩＤおよびパスワードを譲渡もしくは利用させることができないものとする。 

3.甲は、ＩＤおよびパスワードを失念した場合、あるいは盗用された場合は、速やかに乙に届け出るものとする。 

 



第１４条（機密の保持） 

1.甲及び乙は、利用契約の履行に関して知り得た相互の販売上、技術上またはその他業務上の機密情報を、利用契約の有効期間のみならず、利用契

約終了後も第三者に漏洩してはならないものとする。なお、甲および乙は、機密情報を相手方に開示する場合には、機密である旨の表示を行うもの

とする。但し、次の各号のいずれかに該当する場合は、機密情報から除くものとする。 

①相手方から開示、提供を受けた情報が、既に公知の場合 

②相手方から開示、提供を受けた情報が、自己の責によらず公知となった場合 

③相手方から開示、提供を受けた情報を第三者に開示することにつき、相手方から事前に文書による同意を得た場合 

2.甲が保有する個人情報（「個人情報の保護に関する法律」第２条第１項に定めるものをいう）でその旨明示のうえ開示された情報および当該個人情

報の開示のために乙か受領した情報については、それぞれ本条における秘密情報と同じ扱いを行なうものとする。なお、個人情報については本条第

１項第①号から第③号までのいずれかに該当する場合も機密情報として扱うものとする。 

 

第１５条（知的財産権） 

1. 本サービスに関連して乙が提供する、又は本サービスに含まれる文章、画像、映像、音声、プログラムその他のデータ等のコンテンツ（以下「本

コンテンツ」という。）についての知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、不正競争防止法上の権利、その他一切の財産的若し

くは人格的権利をいいます。以下同じです。）は、全て乙に帰属するものとする。 

2. 乙は甲に対し、本サービスを利用する期間に限り、甲が本サービスを利用するために必要な範囲で本コンテンツを利用することを許諾するものと

する。 

3. 乙は、明示又は黙示を問わず、本サービス及び本コンテンツが、第三者の知的財産権その他の権利を侵害していないこと等について保証しないも

のとする。 

 

第１６条（事例の紹介） 

1.乙は、甲の会社名を本サービスの導入企業として公開することができるものとする。 

2.甲は、乙からの申し出に基づき、必要な範囲でロゴ及び商標等の使用を乙に無償で許諾するものとする。 

 

第１７条（解約） 

1.甲または乙が、利用契約の解約を希望する場合、解約希望月の３ヶ月前までに、書面により相手方に通知することにより、利用契約を解約できる

ものとする。 

2.甲による解約が契約期間の満了による場合を除き、甲は、解約希望月の翌月から契約期間の満了月までの期間に対する月額料金の 100 分の 50 に

相当する金額（小数点以下の端数は切り捨て）及び消費税を解約違約金として乙に支払うものとする。 

3.解約に伴い、甲のサイトデータは、解約希望月の翌月以降に乙にて削除することができる。 

 

第１８条（契約の解除） 

1.甲または乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、利用契約を解除し、かつ次条に従い損害賠償を請求できるものとする。 

①本約款及び利用契約の各条項に一つにでも違反した場合 

②正当な理由なく期間内に契約を履行する見込みがないと認められる場合 

③相手方より重大な損害又は危害を受けた場合 

④監督官庁から営業の取消、停止等の処分を受けた場合 

⑤支払いの停止又は特定調停、破産手続開始、民事再生手続開始その他これに類似する法的倒産手続開始の申立て（日本国外における同様の申立を

含む。）があった場合 

⑥解散の決議、若しくは他の会社と合併した場合 

⑦手形・小切手が不渡りとなった場合、又は財産状態が悪化し若しくは悪化する虞があると判断される場合 

⑧災害その他やむを得ない事由により、契約の履行が困難と認められる場合 

⑨その他契約を継続することが不適当な場合 

 

第１９条（損害賠償） 

1. 乙は、甲に対し、自己の責に帰すべき事由により、本約款及び利用契約に違反して損害を与えた場合、当該損害を賠償する。 

2. 前項に定める損害は、当該違反による直接の結果として甲が現実に被った通常損害に限ることとし、事由の如何を問わず、間接損害、営業損害、

機会損失その他の特別損害、逸失利益を含まない。 

3. 乙が負担する損害賠償は、帰責事由の原因となった本サービスにかかる利用契約に基づき、甲から乙に支払われた提供料金の総額（最大１年分）

を上限とする。 

 

第２０条（権利義務譲渡の禁止） 

甲または乙は、相手方の書面による事前の承諾なくして、利用契約に関連して発生する一切の権利および義務を第三者に譲渡し、または担保の目的

に供しあるいは承継させてはならないものとします。 

 

 



第２１条（反社会的勢力の排除） 

1. 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、過去、現在及び将来において、自己、自己の役員又は従業員のいずれも、暴力団、暴力団員、暴力団関係企

業、総会屋等及びこれらに準ずる者（以下「反社会的勢力」という）に該当せずかつ反社会的勢力との一切の関係を有しないことを表明し、かつ、

保証する。 

2. 甲及び乙は、自己の役員又は従業員について、自ら又は第三者を利用して、以下のいずれかに該当する行為を行わず、かつ、行わせない。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 取引に関して、脅迫的な言動を又は暴力を用いる行為 

(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し又は相手方の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 

 

第２２条（管轄裁判所） 

利用契約に関し甲乙間で生じた一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

第２３条（協議） 

利用契約に定めがない事項および疑義が生じた事項については、甲乙誠意をもって協議し、円満にその解決にあたるものとする。 

 

以  上 

 

２０２４年 2月 1日 制定 発効 

２０２５年８月 25日 変更 

 


